
議案第５８号

令和７年度向日市一般会計補正予算（第５号）

令和７年度向日市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 １ 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０６，３９６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ２８，７２２，９５４千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 地方債の変更は 「第２表 地方債補正」による。、

令和７年８月２７日 提出

向日市長 安 田 守



（歳　入） (単位：千円）

14 国 庫 支 出 金 6,907,729 31,699 6,939,428

1 国 庫 負 担 金 4,060,960 31,347 4,092,307

2 国 庫 補 助 金 2,803,610 352 2,803,962

15 府 支 出 金 2,073,402 1,552 2,074,954

1 府 負 担 金 1,426,958 1,552 1,428,510

17 寄 附 金 450,100 8,000 458,100

1 寄 附 金 450,100 8,000 458,100

18 繰 入 金 1,590,903 41,514 1,632,417

2 特 別 会 計 繰 入 金 2 41,514 41,516

19 繰 越 金 50,000 22,897 72,897

1 繰 越 金 50,000 22,897 72,897

20 諸 収 入 563,768 34 563,802

4 雑 入 466,693 34 466,727

21 市 債 2,279,600 700 2,280,300

1 市 債 2,279,600 700 2,280,300

14,701,056 14,701,056

28,616,558 106,396 28,722,954

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　に　係　る　額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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（単位：千円）

2 総 務 費 2,995,241 100,886 3,096,127

1 総 務 管 理 費 2,191,257 100,020 2,291,277

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 231,128 866 231,994

3 民 生 費 12,253,788 5,510 12,259,298

1 社 会 福 祉 費 6,046,357 4,806 6,051,163

3 生 活 保 護 費 1,246,761 704 1,247,465

13,367,529 13,367,529

28,616,558 106,396 28,722,954

（歳　出）

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項

補　正　さ　れ　な　か　っ　た　款　に　係　る　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 

- 2 -



＜変　更＞

（単位：千円）

道 路 整 備 事 業 債

償還の方法 限 度 額 起債の方法

42,700

 6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　政府資金
について

は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
とする。た
だし、市財
政の都合に
より据置期
間及び償還
年限を短縮
し、又は繰
上償還若し
くは低利に
借換えする
ことができ

る。

　証券発行
の場合にお
いて発行価
格が額面金
額を下回る
ときは、そ
の発行価格
差減額を埋
めるために
必要な金額
を限度額に
加算した額

第　２　表　　　　地　　方　　債　　補　　正

起　債　の　目　的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限 度 額 起債の方法 利 率

　政府資金
又は民間資
金等（証書
借入又は証
券発行。た
だし、証券
発行の方法
による場合
において

は、発行価
格は額面金
額１００円
につき９９
円以上とす

る。）

 6.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　政府資金
について

は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
には、その
債権者と協
定するもの
とする。た
だし、市財
政の都合に
より据置期
間及び償還
年限を短縮
し、又は繰
上償還若し
くは低利に
借換えする
ことができ

る。

利 率 償還の方法

43,400

　証券発行
の場合にお
いて発行価
格が額面金
額を下回る
ときは、そ
の発行価格
差減額を埋
めるために
必要な金額
を限度額に
加算した額

　政府資金
又は民間資
金等（証書
借入又は証
券発行。た
だし、証券
発行の方法
による場合
において

は、発行価
格は額面金
額１００円
につき９９
円以上とす

る。）
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 令 和 ７ 年 度 　 向 日 市 一 般 会 計 補 正 予 算

 

 （第　５　号）

 

 

 

 

 事 項 別 明 細 書
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    歳　入
(款) 14  国庫支出金 6,939,428 (項)  1  国庫負担金 4,092,307 （単位：千円）

 1 民生費国庫負担金 4,058,510 31,347 4,089,857  2 老人福祉費負担金 676 介護保険料軽減分国庫負担金 676  

 4 生活保護費負担金 30,671 生活保護費国庫負担金 30,671  

4,060,960 31,347 4,092,307

(款) 14  国庫支出金 6,939,428 (項)  2  国庫補助金 2,803,962

 2 民生費国庫補助金 334,410 352 334,762  3 生活保護費補助金 352 生活困窮者就労準備支援事業費等国庫補助金 352

2,803,610 352 2,803,962

(款) 15  府支出金 2,074,954 (項)  1  府負担金 1,428,510

 1 民生費負担金 1,414,870 1,552 1,416,422  2 老人福祉費負担金 338 介護保険料軽減分府負担金 338

 4 生活保護費負担金 1,214 生活保護費府負担金 1,214  

1,426,958 1,552 1,428,510

(款) 17  寄附金 458,100 (項)  1  寄附金 458,100

 6 民生費寄附金 0 8,000 8,000  1 社会福祉費寄附金 8,000 社会福祉事業指定寄附金 8,000

450,100 8,000 458,100

(款) 18  繰入金 1,632,417 (項)  2  特別会計繰入金 41,516

 1 後期高齢者医療特別会計繰入 1 918 919  1 後期高齢者医療特別会計繰 918 後期高齢者医療特別会計繰入金 918

金 入金

 2 介護保険事業特別会計繰入金 1 40,596 40,597  1 介護保険事業特別会計繰入 40,596 介護保険事業特別会計繰入金 40,596  

金

2 41,514 41,516

(款) 19  繰越金 72,897 (項)  1  繰越金 72,897

 1 繰越金 50,000 22,897 72,897  1 繰越金 22,897 前年度繰越金 22,897

50,000 22,897 72,897

(款) 20  諸収入 563,802 (項)  4  雑入 466,727

 2 雑入 466,691 34 466,725  1 雑入 34 子育てのための施設等利用給付費返還金（過

年度分） 34  

説　　                  明補　正　額 計
節

金　　額区　　分
目 補正前の額

計

計

計

計

計

計
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（単位：千円）

466,693 34 466,727

(款) 21  市債 2,280,300 (項)  1  市債 2,280,300

 4 土木債 1,412,400 700 1,413,100  2 道路整備債 700 道路整備事業債 700

2,279,600 700 2,280,300

説　　                  明補　正　額 計
節

金　　額区　　分
目 補正前の額

計

計
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    歳　出
(款)　 2  総務費 (項)　 1  総務管理費 2,291,277 （単位：千円）

14 諸費 22,702 100,020 122,722 34 99,986 22 償還金、利 100,020 ４　過年度支出金返還費 100,020  

子及び割引   22  過年度支出金返還金 100,020  

料

特定財源内訳  

　子育てのための施設等利用給付  

　費返還金（過年度分） 34  

2,191,257 100,020 2,291,277 34 99,986

(款)　 2  総務費 (項)　 3  戸籍住民基本台帳費 231,994

 1 戸籍住民基本 231,128 866 231,994 866 12 委託料 866 ２　戸籍住民基本台帳費 866

台帳費   12  業務委託料 866  

231,128 866 231,994 866

(款)　 3  民生費 (項)　 1  社会福祉費 6,051,163

 2 老人福祉費 1,868,546 4,806 1,873,352 4,806 18 負担金、補 4,806 ４　後期高齢者医療費 4,806

助及び交付   18  後期高齢者医療療養給付費  

金       負担金 4,806  

6,046,357 4,806 6,051,163 4,806

(款)　 3  民生費 (項)　 3  生活保護費 1,247,465

 1 生活保護総務 142,761 704 143,465 352 352 12 委託料 704 ２　法施行事務費 704

費   12  業務委託料 704  

特定財源内訳  

　生活困窮者就労準備支援事業費  

　等国庫補助金 352  

1,246,761 704 1,247,465 352 352

(款)　 4  衛生費 (項)　 1  保健衛生費 851,813

 2 予防費 272,282 0 272,282 7,153 △7,153

金   額
国府支出金 地方債 その他

節

3,096,127

区　　分
説　　   明補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 補正前の額

計

3,096,127

計

12,259,298

計

12,259,298

計

1,953,257
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（単位：千円）

特定財源内訳  

　社会福祉事業指定寄附金 7,153  

 4 母子保健費 145,440 0 145,440 847 △847

特定財源内訳  

　社会福祉事業指定寄附金 847  

851,813 0 851,813 8,000 △8,000

(款)　 8  土木費 (項)　 2  道路橋梁費 277,501

 3 道路新設改良 126,620 0 126,620 700 △700

費 特定財源内訳  

　道路整備事業債 700  

277,501 0 277,501 700 △700

目
一般財源

特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金

金   額

補 正 額 の 財 源 内 訳

計

4,841,908

計

地方債 その他

補正前の額 補　正　額 計
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